
ｅ-ネットキャラバンの概要

◆対象者 ： 保護者・教職員。要望があれば児童・生徒も対象。

◆協力団体 ： 通信事業者等民間団体（185社）、公益法人（10団
体）、政府・自治体（４団体）、その他（19団体） *

◆講師 ： 認定講師 873名*

◆講演内容 ： インターネットを通じた犯罪に関する情報や、迷惑
メール、架空請求詐欺等の実態や対処方法等。

◆実施期間 ： 平成18年４月から３年間（平成17年11月から関東・
東海を中心に試行実施）。

◆事務局 ： （財）マルチメディア振興センター

◆実績 ： 平成18年度の実施件数：453件

： 平成19年度は、実施件数 472件（申込693件）*

： 年間1,000件の講座開催が目標。

子どもたちのインターネットの安全な利用のため、インターネットの「影」の部分につい
ての保護者・教職員向けの講座を、通信業界と総務省が協力して開催。通信業界は、
無償で職員を講師に派遣する等、各企業のCSR（Corporate Social Responsibility）
活動として参画。また、実施にあたっては、文部科学省とも連携。

http://www.fmmc.or.jp/e-netcaravan/

*平成19年9月末現在

総務省の広報ビデオ：http://www.soumu.go.jp/menu_00/media/070514_1.html
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平成１９年度ｅ－ネットキャラバンの地域別実施状況
（９月末現在）

地域 都道府県
（参考）

平成18年度実績

東京都 52 (83) 69

神奈川県 35 (48) 21

千葉県 20 (35) 18

関東 埼玉県 17 (31) 19

栃木県 9 (16) 12

茨城県 5 (8) 5

群馬県 3 (3) 6

山梨県 1 (1) 1

142 (225) 151

愛知県 29 (45) 12

東海 岐阜県 16 (20) 17

三重県 16 (31) 13

静岡県 12 (17) 33

73 (113) 75

鹿児島県 14 (14) 10

福岡県 13 (19) 13

佐賀県 8 (9) 1

九州 熊本県 6 (10) 8

大分県 5 (5) 4

宮崎県 4 (5) 4

長崎県 1 (3) 3

51 (65) 43

兵庫県 13 (20) 6

大阪府 11 (15) 11

近畿 奈良県 7 (10) 4

京都府 5 (6) 18

和歌山県 5 (9) 8

滋賀県 4 (7) 6

45 (67) 53

広島県 13 (14) 20

島根県 10 (11) 1

中国 山口県 9 (11) 4

岡山県 3 (6) 5

鳥取県 1 (2) 12

36 (44) 42

宮城県 8 (12) 15

福島県 8 (13) 3

東北 青森県 6 (14) 1

岩手県 4 (4) 2

山形県 4 (6) 0

秋田県 2 (2) 1

32 (51) 22

愛媛県 14 (16) 7

四国 香川県 8 (9) 1

徳島県 3 (6) 4

高知県 1 (1) 0

26 (32) 12

福井県 14 (15) 8

北陸 石川県 9 (12) 4

富山県 3 (4) 3

26 (31) 15

信越 長野県 12 (19) 13

新潟県 12 (15) 12

24 (34) 25

北海道 11 (23) 10

沖縄 6 (8) 5
合計 472 (693) 453

※（財）マルチメディア振興センターまとめ

実施済数　　(申込数)


